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こどもまんなか応援サポーター宣言 

 

安城市は、安心して子どもを育てることのできる仕組みをつく

り、市民の豊かな暮らしと地域の未来を支える確かな力を蓄え、

安全・安心で誰もが住みたくなる魅力あふれるまちづくりを進め

ることにより「ともに育み、未来をつくる しあわせ共創都市 安

城」の実現を目指しています。  

その実現のため、こども家庭庁が提唱する「こどもたちのため

に何がもっともよいことかを常に考え、こどもたちが健やかで幸

せに成長できる社会」を実現するという「こどもまんなか宣言」の

趣旨に賛同し、「こどもまんなか応援サポーター」となることを宣

言します。  

そして本市は、こどもや子育て中の人、妊娠を希望する人、全て

の人々を応援するための様々な施策を「こどもまんなかアクショ

ン」として取り組んでいきます。  

 

 

令和６年４月１日   

安城市長 三星 元人 
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本計画においては、平仮名表記の「こども」の使用を基本としていますが、一部、法律名や

固有名詞等において「子ども」「子供」表記を使用する場合があります。 

【参考】こども家庭庁においては、「こども」表記を推奨しており、次のように基準を定めて

います。 

（１）特別な場合を除き、平仮名表記の「こども」を用いる。 

（２）特別な場合とは例えば以下の場合をいう。 

① 法令に根拠がある語を用いる場合（子ども・子育て支援法における「子ども」等）

② 固有名詞を用いる場合（既存の予算事業名や組織名 等） 

③ 他の語との関係で「こども」表記以外の語を用いる必要がある場合 
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第１章 計画の基本事項 

 

１ 策定の趣旨 

安城市（以下「本市」という。）では、平成２７年３月に、第１期となる「安城市子ども・

子育て支援事業計画」を、令和２年３月に「第２期安城市子ども・子育て支援事業計画」を策

定し、子育て家庭への支援に関するさまざまな事業の推進に努めてきました。 

「安城市こども計画」（以下「本計画」という。）は、令和５年４月に施行された「こども

基本法」の理念等に基づき、本市のすべてのこどもが将来にわたって幸福な生活を送ることが

できる社会の実現に向けた取組を総合的、計画的に推進するために策定します。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、「こども基本法」第１０条第２項に定める市町村こども計画として位置付けま

す。また、「子ども・子育て支援法」第６１条に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画と

しても位置付けます。 

なお、本計画は上位計画である安城市総合計画やその他の関連計画と整合を図り策定しま

す。 

 

■「こども基本法」抜粋 

（都道府県こども計画等） 

第１０条 都道府県は、こども大綱を勘案して、当該都道府県におけるこども施策についての計画

（以下この条において「都道府県こども計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、こども大綱（都道府県こども計画が定められているときは、こども大綱及び都道府

県こども計画）を勘案して、当該市町村におけるこども施策についての計画（以下この条におい

て「市町村こども計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県こども計画又は市町村こども計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

４ 都道府県こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第一項に規定する都道府県子ど

も・若者計画、子どもの貧困対策の推進に関する法律第九条第一項に規定する都道府県計画その

他法令の規定により都道府県が作成する計画であってこども施策に関する事項を定めるものと一

体のものとして作成することができる。 

５ 市町村こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第二項に規定する市町村子ども・若

者計画、子どもの貧困対策の推進に関する法律第九条第二項に規定する市町村計画その他法令の

規定により市町村が作成する計画であってこども施策に関する事項を定めるものと一体のものと

して作成することができる。 
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【国】 

 

【県】 

 

■計画の位置づけイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

  

３ 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和７年度から令和１１年度までの５年間とします。 

また、社会情勢の変化に対応し、計画期間中であっても適宜必要な見直しを行うものとしま

す。 

 

年度 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 令和 10 令和 11 令和 12 令和 13 

第９次安城市総合計画 

     

   

安城市こども計画 
（本計画） 
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４ 計画の対象 

本計画は、こども・若者、子育てをしている保護者や子育て支援に関わる関係機関・団体等を

広く対象とします。 

また、「こども基本法」において「「こども」とは心身の発達の過程にある者をいう。」とさ

れており、こどもが、若者となり、おとなとして円滑な社会生活を送ることができるようになる

までの成長の過程にある者を指しています。本計画においても若者の対象年齢については概ね 

３９歳までとしますが、上記の考え方を踏まえ、施策や事業によっては明確に年齢で区分せず、

必要なサポートが途切れないようにするものとします。 

■「こども基本法」抜粋 

（定義） 

第二条 この法律において「こども」とは、心身の発達の過程にある者をいう。 

２ この法律において「こども施策」とは、次に掲げる施策その他のこどもに関する施策及びこれ

と一体的に講ずべき施策をいう。 

一 新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おとなになるまでの心身の発達の

過程を通じて切れ目なく行われるこどもの健やかな成長に対する支援 

二 子育てに伴う喜びを実感できる社会の実現に資するため、就労、結婚、妊娠、出産、育児等

の各段階に応じて行われる支援 

三 家庭における養育環境その他のこどもの養育環境の整備 

■「こども大綱」抜粋 

こども基本法において「こども」とは「心身の発達の過程にある者をいう。」とされている。

これは、１８歳や２０歳といった年齢で必要なサポートが途切れないよう、こどもや若者がそ

れぞれの状況に応じて社会で幸せに暮らしていけるように支えていくことを示したものであ

り、こどもが、若者となり、おとなとして円滑な社会生活を送ることができるようになるまで

の成長の過程にある者を指している※。 

 

※「乳幼児期」（義務教育年齢に達するまで）、「学童期」（小学生年代）、「思春期」（中

学生年代からおおむね１８歳まで）、「青年期」（おおむね１８歳以降からおおむね３０歳

未満。施策によってはポスト青年期の者も対象とする。）とで分けて示す。なお、「若者」

については、法令上の定義はないが、ここでは思春期及び青年期の者とし、「こども」と「若

者」は重なり合う部分があるが青年期の全体が射程に入ることを明確にする場合には、分か

りやすく示すという観点から、法令の規定を示す場合を除き、特に「若者」の語を用いるこ

ととする。 

 

※旧子供・若者育成支援推進大綱では、ポスト青年期とは青年期を過ぎ、大学等において社会の各分

野を支え、発展させていく資質・能力を養う努力を続けている者や円滑な社会生活を営む上で困難

を有する４０歳未満とされています。 
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５ 計画の策定体制 

「こども基本法」では、国・地方公共団体において、こども施策を策定・実施・評価するに当

たり、施策の対象となるこども・若者や子育て当事者等の意見を幅広く聴取して反映させるため

に必要な措置を講ずることと定められています。 

このようなことを踏まえ、本計画の策定にあたっては以下のようなこども・若者等からの意見

聴取機会を設けることとしました。 

また、計画の内容については庁内の作業部会・幹事会において協議するとともに、「安城市子

ども・子育て会議」において審議を行い、策定します。  

 

区分 内容 

①保護者アンケート 

【実施済】 

対象 

配布数 

 

期間 

実施方法 

：安城市内の就学前児童保護者、小学生児童保護者 

：各 1,500 件（就学前児童保護者回収数 757 件、回収率

50.5％、小学生児童保護者回収数743件、回収率49.5％） 

：令和 6 年 1 月 31 日～2 月 16 日 

：郵送配布、郵送回収 

②こどもアンケート 

【実施済】 

対象 

配布数 

期間 

実施方法 

：安城市内の小学 5 年生・中学 2 年生 

：各 1,000 件（回収数 770 件、回収率 38.5％） 

：令和 6 年 1 月 31 日～2 月 16 日 

：案内を郵送し、インターネットを通じた回答 

③若者アンケート 

【実施済】 

対象 

配布数 

期間 

実施方法 

：安城市内の 16～39 歳の市民 

：1,000 件（回収数 376 件、回収率 37.6％） 

：令和 6 年 1 月 31 日～2 月 16 日 

：案内を郵送し、インターネットを通じた回答 

④高校生 

ワークショップ 

【実施済】 

対象 

人数 

開催日 

実施方法 

テーマ 

：市内の高校等に通う生徒（公募） 

：24 人 

：令和 6 年 5 月 26 日 

：対面でのワークショップ形式 

：「こどもの権利」について思うこと・安城市へのメッ

セージ 

⑤関係機関・団体調査 

【実施済】 

対象 

 

配布数 

期間 

実施方法 

：市内でこども・若者やその保護者の支援活動等を行っ

ている団体等 

：89 件（回収数 52 件、回収率 58.4％） 

：令和 6 年 4 月～5 月 

：案内を郵送し、インターネットを通じた回答 

⑥パブリックコメント 

実施時期 

実施方法 

：令和 6 年 12 月～令和 7 年 1 月実施（予定） 

：計画案を広く市民に公表し、意見を募る。こども・若

者からも意見が出やすいよう、配布場所や意見の収集

方法を検討 
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■策定体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
各 課 
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意向 

アンケート調査 

・保護者アンケート（就学前児童

保護者、小学生保護者調査） 

・こどもアンケート（小学 5年

生、中学 2年生） 

・若者アンケート（16～39 歳まで

の市民） 

パブリックコメント 

安城市子ども・子育て会議 

策定幹事会 

策定作業部会 

（庁内組織） 

意見 

意向 

高校生ワークショップ 

関係機関・団体調査 
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６ 前提となる法・大綱の概要 

（１）こども基本法の概要 

目的 

日本国憲法、児童の権利に関する条約（以下「こどもの権利条約」という。）の精神にのっと

り、次代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人とし

てひとしく健やかに成長することができ、こどもの心身の状況、置かれている環境等にかかわら

ず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指

して、こども施策を総合的に推進する。 

 

基本理念 

①全てのこどもについて、個人として尊重されること・基本的人権が保障されること・差別的取

扱いを受けることがないようにすること 

②全てのこどもについて、適切に養育されること・生活を保障されること・愛され保護されるこ

と等の福祉に係る権利が等しく保障されるとともに、教育基本法の精神にのっとり教育を受け

る機会が等しく与えられること 

③全てのこどもについて、年齢及び発達の程度に応じ、自己に直接関係する全ての事項に関して

意見を表明する機会・多様な社会的活動に参画する機会が確保されること 

④全てのこどもについて、年齢及び発達の程度に応じ、意見の尊重・最善の利益が優先して考慮

されること 

⑤こどもの養育は家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が第一義的責任を有するとの認

識の下、十分な養育の支援、家庭での養育が困難なこどもの養育環境の確保 

⑥家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境の整備 

 

市町村こども計画に記載すべき要素 

都道府県こども計画及び市町村こども計画は、法第１０条第１項及び第２項において、国が策

定するこども大綱を勘案して定めるよう努めるものとするとされており、国のこども大綱は、法

第９条第３項において、以下の事項を含むものとしている。 

・少子化社会対策基本法第７条第１項に規定する総合的かつ長期的な少子化に対処するための施

策 

・子ども・若者育成支援推進法第８条第２項各号に掲げる事項 

・子どもの貧困対策の推進に関する法律第８条第２項各号に掲げる事項 
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（２）こども大綱の概要 

こども大綱が目指す「こどもまんなか社会」 

全てのこども・若者が、日本国憲法、こども基本法及びこどもの権利条約の精神にのっとり、

生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに成長することがで

き、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が図られ、身体

的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができ

る社会。 

 

こども施策に関する基本的な方針 

①こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を保障し、こど

も・若者の今とこれからの最善の利益を図る 

②こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、ともに進めていく 

③こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応し、十分に支援する 

④良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、全てのこども・若者が幸せな状態で成長でき

るようにする 

⑤若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多様な価値観・考え方を大前提として若い世代の視

点に立って結婚、子育てに関する希望の形成と実現を阻む隘路（あいろ）の打破に取り組む 

⑥施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団体、民間団体等との連携を重視する 

 

こども施策に関する重要事項 

（１）ライフステージを通した重要事項 

○こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等（こども基本法の周知、こどもの

教育、養育の場におけるこどもの権利に関する理解促進等） 

○多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり（遊びや体験活動の推進、生活習慣の形成・定着、

こどもまんなかまちづくり等） 

○こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供（成育医療等に関する研究や相談支援等、慢

性疾病・難病を抱えるこども・若者への支援） 

○こどもの貧困対策（教育の支援、生活の安定に資するための支援、保護者の就労支援、経済的

支援） 

○障害児支援・医療的ケア児等への支援（地域における支援体制の強化、インクルージョンの推

進、特別支援教育等） 

○児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへの支援（児童虐待防止対策等の更

なる強化、社会的養護を必要とするこども・若者に対する支援、ヤングケアラーへの支援） 

○こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を守る取組（こども・若者の自殺対策、

インターネット利用環境整備、性犯罪・性暴力対策等） 

 

（２）ライフステージ別の重要事項 

○こどもの誕生前から幼児期まで 
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こどもの将来にわたるウェルビーイングの基礎を培い、人生の確かなスタートを切るための最

も重要な時期。 

・妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない保健・医療の確保 

・こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成長の保障と遊びの充実 

○学童期・思春期 

学童期は、こどもにとって、身体も心も大きく成長する時期であり、自己肯定感や道徳性、

社会性などを育む時期。 

思春期は、性的な成熟が始まり、それに伴って心身が変化し、自らの内面の世界があること

に気づき始め、他者との関わりや社会との関わりの中で、自分の存在の意味、価値、役割を考

え、アイデンティティを形成していく時期。 

・こどもが安心して過ごし学ぶことのできる質の高い公教育の再生等 

・居場所づくり 

・小児医療体制、心身の健康等についての情報提供やこころのケアの充実 

・成年年齢を迎える前に必要となる知識に関する情報提供や教育 

・いじめ防止 

・不登校のこどもへの支援 

・校則の見直し 

・体罰や不適切な指導の防止 

・高校中退の予防、高校中退後の支援 

○青年期 

大学等への進学や就職に伴い新たな環境に適応し、専門性や職業性を身に付け、将来の夢や

希望を抱いて自己の可能性を伸展させる時期。 

・高等教育の修学支援、高等教育の充実 

・就労支援、雇用と経済的基盤の安定 

・結婚を希望する方への支援、結婚に伴う新生活への支援 

・悩みや不安を抱える若者やその家族に対する相談体制の充実 

 

（３）子育て当事者への支援に関する重要事項 

子育て当事者が、経済的な不安や孤立感を抱いたり、仕事との両立に悩んだりすることなく、

また、過度な使命感や負担を抱くことなく、健康で、自己肯定感とゆとりを持って、こどもに向

き合えるようにする。 

○子育てや教育に関する経済的負担の軽減 

○地域子育て支援、家庭教育支援 

○共働き・共育ての推進、男性の家事・子育てへの主体的な参画促進・拡大 

○ひとり親家庭への支援 

 

こども施策を推進するために必要な事項 

（１）こども・若者の社会参画・意見反映 

（２）こども施策の共通の基盤となる取組 

（３）施策の推進体制等 
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７ 総合計画における方向性 
 

本市では、令和６年度から令和１３年度までの８年間を計画期間とする「第９次安城市総合計

画」を推進しています。 

総合計画は、目指すべき将来の都市像とこれからのまちづくりの基本方針を示す「基本構

想」、基本構想で描いた都市像の実現に向けた各分野における施策の方針を示す「基本計画」、

基本計画で示された施策の方針に基づいた具体的な事業を示す「実施計画」で構成されます。 

基本構想で、目指す都市像を「ともに育み、未来をつくる しあわせ共創都市 安城」として

掲げ、安心して子どもを育てることのできる仕組みをつくり、市民の豊かな暮らしと地域の未来

を支える確かな力を蓄え、安全・安心で誰もが住みたくなる魅力あふれるまちづくりを進めるこ

ととしています。 

基本計画には「重点戦略」を位置付けており、その考え方は「まちの未来を担う子どもたち

が、社会全体で大切に育まれ、健やかに成長できるまちを創ることで、誰もが未来に希望を持

ち、幸せを実感し続けることができるようになる」というものです。 

本市では、総合計画においても市全体でこども・若者や子育て中の保護者等を支援する方針を

強く打ち出しています。 

 

■「第９次安城市総合計画」の目指す都市像と重点戦略 
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28,517 29,219 29,042 28,851 28,482 28,249 27,809 27,161 26,422 25,664

120,035 120,045 120,471 121,349 121,617 122,192 121,607 121,038 121,168 121,013

35,627 36,840 37,679 38,493 39,232 39,927 40,461 40,862 41,055 41,333

184,179 186,104 187,192 188,693 189,331 190,368 189,877 189,061 188,645 188,010

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

（人）

15歳未満 15～64歳 65歳以上

15.5% 15.7% 15.5% 15.3% 15.0% 14.8% 14.6% 14.4% 14.0% 13.7%

19.3%
19.8% 20.1% 20.4% 20.7% 21.0% 21.3% 21.6% 21.8% 22.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

年少人口割合（15歳未満）

老年人口割合（65歳以上）

第２章 安城市のこども・若者を取り巻く現状 

 

１ 統計からみる現状 

（１）人口の状況 

本市の総人口は近年、１８万人～１９万人台で推移しており、令和２年をピークに減少傾向に

あります。年齢別でみると、１５歳未満の年少人口は平成２８年が、１５～６４歳の生産年齢人

口は令和２年がそれぞれ最も多くなっており、６５歳以上の老年人口は継続して増加し、令和３

年以降は４万人を超えています。 

また、年齢区分ごとの割合をみると、年少人口割合は減少し、６５歳以上の老年人口割合は増

加しており、少子高齢化の傾向が続いています。 
 

■安城市の人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日時点） 

■安城市の年少人口割合・老年人口割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日時点） 
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3,625

4,298

4,589

4,729

5,006

5,080

5,036

5,461

6,007

6,731

7,497

6,218

4,944

4,313

5,260

4,984

3,834

2,430

1,310

400

51

0人 3,000人 6,000人 9,000人

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95～99歳

100歳以上

女性（91,803人）

3,682

4,577

4,893

5,051

5,901

6,256

6,106

6,367

6,760

7,455

7,960

6,955

5,493

4,402

4,714

4,438

2,934

1,555

595

103

10

0人3,000人6,000人9,000人

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95～99歳

100歳以上
男性（96,207人）

224 251 250 272 248 236 229 219 250

217 237 264 256 293 255 248 240 245

357
396 427 440 470

458 471 477 505

5,972
6,414

6,953
7,367

7,972 7,675 7,436

7,847
8,260

0

3,000

6,000

9,000

0

500

1,000

1,500

H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

（人）（人）

６～11歳 ３～５歳 ０～２歳 全年齢

本市の人口構成を男女別・年齢別にみると、男女ともに５０～５４歳のいわゆる団塊ジュニア

世代の人口が全年齢区分の中で最も多くなっています。団塊ジュニア世代の子ども世代にあたる

部分にふくらみはみられず、他の年齢区分と比較して１５歳未満の人口が少なくなっています。

出産可能年齢の女性人口も減っていることから、さらなる少子化が危惧されます。 

■安城市の人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（令和６年４月１日時点） 

 

本市の外国人人口は、新型コロナウイルス感染拡大の影響で外国人の新規入国の停止があった

ことから、令和３年には若干の減少がみられましたが、それ以降は再び増加傾向にあり、令和６

年では８，０００人を超え、人口の４．４％を占めています。外国人児童人口も同様の傾向にあ

り、近年では増加傾向にあります。 

■安城市の外国人児童人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日時点） 
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2,121 
2,054 

1,981 1,958 
2,029 

1,913 1,937 
1,827 1,827 1,802 

1,745 
1,639 1,613 

1,456 
1,411

1,023 1,042 
1,103 1,134 

1,213 1,187 
1,268 1,269 1,312 

1,377 1,376 1,369 1,419 
1,472 

1,681 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

（人）

出生数

死亡数

1.67

1.60

1.76 1.75 

1.58

1.42 1.39 

1.51 
1.55 

1.44

1.36 
1.31 

1.38 
1.43 

1.33

1.1

1.3

1.5

1.7

1.9

2.1

H10‐H14 H15‐H19 H20‐H24 H25‐H29 H30‐R4

安城市 愛知県

全国

（２）出生等の状況 

本市の自然動態をみると、出生は平成２６年までは２，０００人～１，９００人台で推移して

いましたが、平成２７年以降継続して減少しており、令和４年では１，４１１人と過去最少とな

っています。死亡は増加傾向となっており、令和３年以降は死亡が出生を上回り、自然減となっ

ています。 

 

■安城市の出生・死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：愛知県衛生年報 

 

合計特殊出生率（１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性

が一生の間に子どもを生むとしたときの子どもの数に相当する）の推移をみると、本市は全国平

均及び愛知県平均を上回って推移しています。平成３０年～令和４年の値では１．５８となり、

全国及び愛知県と同様に平成２５年～平成２９年の値より低下しています。 

■合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」 
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61.0

59.2

58.8

58.8

58.6

22.3

26.6

28.6

30.1

31.9

16.7

14.2

12.6

11.2

9.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H12

H17

H22

H27

R2

核家族世帯 単独世帯 その他の世帯

634

811 813
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121 127 123 121 119

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H12 H17 H22 H27 R2

（世帯）

母子世帯

父子世帯
1,337 1,361

1,299 1,294
1,244 1,254 1,221

1,114 1,117 1,104

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

（人）

（３）世帯等の状況 

本市の一般世帯数における構成割合をみると令和２年では「核家族世帯」が５８．６％と最も

高くなっています。経年でみると、年々「単独世帯」の割合が高くなっており、３世代世帯を含

む「その他の世帯」の割合が減少しています。背景には高齢者を含む一人暮らし世帯の増加や未

婚者の増加があると考えられます。 

■安城市の一般世帯数の構成割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：国勢調査 

※核家族世帯；「夫婦のみの世帯」「夫婦と子どもから成る世帯」「男親と子どもから成る世帯」「女親と子どもから成る世帯」のこと。 

※「その他の世帯」には、世帯の家族類型「不詳」を含む。 

 

本市のひとり親世帯数の推移をみると、母子世帯は、平成１２年から平成２７年にかけて増加傾

向となっていましたが、令和２年にはやや減少し、７４５世帯となっています。また、父子世帯は

平成１２年以降、１２０世帯前後で推移しています。母子世帯数は父子世帯数の約６倍となってい

ます。 

また、児童扶養手当（父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と

自立の促進に寄与し、児童の福祉の増進を図ることを目的として支給される手当）の受給資格者数

の推移は、ひとり親世帯の減少に伴い減少傾向にあります。 

 

■安城市のひとり親世帯数の推移                          ■児童扶養手当受給資格者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査                                    資料：安城市 
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8,839

8,399

7,961

7,560
7,307

9,378

9,280
9,134

8,963 8,875

9,840

9,738 9,729 9,554 9,482

10,296 9,940
9,701 9,751 9,780

11,091

11,037 10,998 10,958
10,907

11,568
11,425 11,449 11,362 11,336
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R2 R3 R4 R5 R6

（人）

0～4歳 5～9歳 10～14歳
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（４）児童人口の状況 

本市の若年層の人口の推移をみると、特に０～４歳の年齢区分で大きく減少しており、出生数

の減少が影響していることがうかがえます。令和２年と令和６年を比較して、０～４歳では  

１７．３％の減少となっています。 

 

■30 歳未満人口の年齢区分別の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日時点） 
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公立 民間

本市の保育所入所児童数の推移をみると、令和４年まで増加傾向にありましたが、令和５年で

やや減少しています。年齢区分別でみると、０～２歳では継続して増加しています。また、幼稚

園の児童数の推移をみると、継続して減少しており、令和２年以降１，０００人台となっていま

す。幼稚園の認定こども園化等が進んだことが影響しています。 

児童クラブの登録児童数の推移をみると、継続して増加しており、特に公立の児童クラブで増

加しています。 

これらのことから、共働き家庭の増加や核家族化に伴い、保育ニーズが増加していることがう

かがえます。 

 

■保育所（認定こども園含む）入所児童数の推移 

 

 

 

 

 

資料：安城の統計（各年４月１日時点） 

 

■幼稚園児童数の推移                                         ■児童クラブ登録児童数の推移 

 

 

 

 

 

資料：安城の統計（各年５月１日時点）          資料：安城の統計（各年５月１日時点） 
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3.88 3.73 3.76

4.89
5.63

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

（％）

小学校

中学校

（５）支援が必要なこども・若者の状況 

１８歳未満の生活保護受給者数、児童虐待相談件数は減少傾向にあったものの、直近では再び

増加しています。本市においても、支援が必要なこども数は増加傾向にあると言え、取組が求め

られます。 

また、不登校児童・生徒割合はいずれも継続して増加しており、特に中学校生徒では令和３年

以降増加率が大きくなっています。全国的にも不登校児童・生徒数は増加傾向にあり、新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大により生活環境が変化したことや、それに伴い学校生活での交友関

係が築きにくくなったことなどが背景にあると言われています。 

 

■１８歳未満の生活保護受給者数の推移                   ■児童虐待相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：安城市                                     資料：安城市 

■不登校児童・生徒割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：安城市学校教育プラン 2028 
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7.0 

9.6 

92.5 

87.3 

0.3 

0.3 

0.3 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前

（ｎ＝757）

小学生

（ｎ＝743）

父親 母親 その他 不明・無回答

96.3 

90.4 

3.3 

6.6 

0.4 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前

（ｎ＝757）

小学生

（ｎ＝743）

配偶者がいる 配偶者はいない
不明・無回答

53.2 

0.3 

44.9 

0.4 

0.1 

1.1 

40.8 

0.2 

57.6 

0.4 

0.2 

0.8 

 0.0  25.0  50.0  75.0

父母ともに

主に父親

主に母親

主に祖父母

その他

不明・無回答

今回：就学前（ｎ＝757）

前回：就学前（ｎ＝1,222）

（％）

56.4 

1.1 

38.2 

0.5 

0.7 

3.1 

46.1 

0.9 

48.6 

0.7 

0.5 

3.2 

 0.0  25.0  50.0  75.0

父母ともに

主に父親

主に母親

主に祖父母

その他

不明・無回答

今回：小学生（ｎ＝743）

前回：小学生（ｎ＝1,207）

（％）

  
２ アンケートからみる現状 

（１）アンケートの実施概要 

本計画策定の基礎資料として、各種サービスに対するニーズ、安城市の子育て支援サービスの利

用状況や利用意向、また、子育て世帯やこども・若者の生活実態、今後の要望・意見などを把握す

ることを目的に、アンケート調査を実施しました。（調査期間：令和６年１月３１日～２月１６日） 

■実施概要 

調査区分 実施方法 配布数 有効回収数 有効回収率 

就学前児童保護者 
郵送配布・郵送回収 

1,500 件 757 件 50.5％ 

小学生児童保護者 1,500 件 743 件 49.5％ 

小学 5 年生・中学 2 年生 
郵送配布・web 回答 

各 1,000 件 770 件 38.5％ 

16 歳～39 歳の市民 1,000 件 376 件 37.6％ 

 

（２）保護者アンケート結果 

※図表中の「n（number of case）」は、集計対象者総数（あるいは回答者限定設問の限定条件に該当する人）を表します。 

※グラフ中の「就学前」は「就学前児童保護者調査」を、「小学生」は「小学生児童保護者調査」を簡略化したものです。 

※比較に使用している「前回調査」は、平成３０年１２月に実施した「安城市の子ども・子育てに関するアンケート調査」を指しま

す。 

①回答者の属性 
就学前児童、小学生ともに、回答者は９割前後が「母親」となっています。回答者のうち、就学

前児童では３．３％、小学生では６．６％が配偶者はいないひとり親世帯です。また、子育てを主

にしている人は、就学前児童、小学生ともに前回調査と比べて「父母ともに」の割合が大きく増加

しており、男女共同による子育てが浸透しつつある状況がうかがえます。 

■調査回答者                                                ■回答者の配偶関係 

 

 

 

 

 

 

■子育てを主にしている方 

  

増加 増加 
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28.5 

26.7 

25.4 

23.8 

23.0 

 0.0  25.0  50.0

子どもの健康や発育・発達

に関すること

仕事と子育ての両立が難し

いこと

子育てにかかる費用（習い

事や進学の費用等）のこと

子どもの性格や癖のこと

子どもの食事や栄養に関す

ること

（％）

34.2 

29.7 

26.4 

26.2 

19.2 

 0.0  25.0  50.0

子どもの性格や癖のこと

子育てにかかる費用（習い

事や進学の費用等）のこと

子どもの健康や発育・発達

に関すること

子どもの友だちづきあい

（いじめ等を含む）のこと

特に悩みや気になることは

ない

（％）

25.8 

16.4 

16.8 

17.4 

22.3 

19.4 

3.2 

2.0 

27.6 

39.9 

4.4 

4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回：就学前

（ｎ＝757）

前回：就学前

（ｎ＝1,222）

フルタイムで働いている

フルタイムだが、現在産休・育休等の休業中

パート・アルバイト等で働いている

パート・アルバイト等だが、現在産休・育休等の休業中

現在は仕事をしていない

不明・無回答

31.2 

23.4 

0.5 

1.4 

44.8 

43.2 

0.5 

0.7 

17.4 

26.4 

5.5 

5.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回：小学生

（ｎ＝743）

前回：小学生

（ｎ＝1,207）

フルタイムで働いている

フルタイムだが、現在産休・育休等の休業中

パート・アルバイト等で働いている

パート・アルバイト等だが、現在産休・育休等の休業中

現在は仕事をしていない

不明・無回答

仕事あり 

②子育ての悩み 
主な子育ての悩みをたずねたところ、就学前児童、小学生ともに「子育てにかかる費用（習い事

や進学の費用等）のこと」が上位にあがっており、経済的な負担感が大きいことがうかがえます。

また、就学前児童では「仕事と子育ての両立が難しいこと」なども上位であり、特に就学前児童の

保護者に対しては両立を支える保育・子育て支援サービスの充実が求められます。一方、小学生に

なると「子どもの性格や癖のこと」「子どもの友だちづきあい（いじめ等を含む）のこと」といっ

た個性やコミュニケーションに関する悩みもみられるようになり、より個々の状況に応じた対応が

必要になると考えられます。 

■子育ての悩み【就学前児童】※上位５位                     ■子育ての悩み【小学生】※上位５位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③⺟親の就労状況 
母親の就労状況をたずねたところ、休業中を含めて就学前児童で６８．１％、小学生で７７．０％

がフルタイムもしくはパート・アルバイト等で就労しています。前回調査と比較すると、就学前児

童、小学生ともに「現在は仕事をしていない」が減少しており、就労している母親が増加している

ことがうかがえます。 

 

■母親の就労状況 

 

 

 

 

  

仕事あり 
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19.6 

34.9 

57.4 

24.0 

21.1 

32.6 

1.9 

8.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前

（ｎ＝209）

小学生

（ｎ＝129）

子育てや家事等に専念したい（就労の予定はない）

１年より先、一番下の子が○歳になったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

不明・無回答

67.1 

55.3 

32.0 

39.9 

0.9 

4.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

（ｎ＝757）

前回調査

（ｎ＝1,222）

利用している 利用していない 不明・無回答

63.3 

12.4

8.6 

3.9 

3.9

3.0

0.8 

0.5

0.1

3.5 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0

変わらない

就労していない状態から、

働き始めた

時短勤務に変更した

時短勤務から

フルタイムに変更した

その他

正社員から別の

就労形態に変更した

起業した

正社員以外の就労形態から、

正社員に変更した

リモート勤務に変更した

不明・無回答

小学生（ｎ＝743） （％）

現在、就労していない母親に就労意向をたずねたところ、就学前児童で７８．５％、小学生で  

５６．６％が就労したいと回答し、多くの母親が就労を希望しています。また、小学生における子

どもの小学校入学前後での母親の働き方の変更についてたずねたところ、「変わらない」が    

６３．３％と最も高くなっているものの、約３割の母親が小学校入学前後を機に働き方を変更して

います。小学校入学を機に、「時短勤務に変更した」や「正社員から別の就労形態に変更した」と

いった、仕事を減らす方向に変化したケースと、「就労していない状態から働き始めた」「時短勤

務からフルタイムに変更した」といった仕事を増やす方向に変化したケースの両方がみられます。 

■仕事をしていない母親の就労意向                    ■子どもの小学校入学前後での働き方の変更について 

【小学生児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④幼児教育・保育事業について 
定期的な幼児教育・保育事業の利用状況をたずねたところ、６７．１％が「利用している」と回

答しています。前回調査と比較すると、利用している割合が１１．８ポイント増加し、定期的に幼

児教育・保育事業を利用している子育て世帯が増加しています。 

 

■定期的な幼児教育・保育事業の利用状況【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

  

増加 
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１．施設環境

（園舎、園庭）

２．保育士、教諭等の

適正配置

３．実施行事（運動会、

発表会等）

４．給食

５．利用料金

６．駐車場

７．預かり時間

８．保護者への対応・

情報提供

９．安全面・健康面

への配慮

4.00

4.20

4.40

4.60

4.80

5.00

3.40 3.60 3.80 4.00 4.20 4.40 4.60 4.80 5.00

〔
重

要

度
〕

〔満 足 度〕

満足度：高

重要度：高

満足度：高

重要度：低

満足度：低

重要度：高

満足度：低

重要度：低

■利用している施設の満足度・重要度【就学前児童】 

定期的な幼児教育・保育事業を利用している方に利用している施設の満足度・重要度をたずねた

ところ、「９．安全面・健康面への配慮」「２．保育士、教諭等の適正配置」「４．給食」「８．

保護者への対応・情報提供」では満足度・重要度ともに高くなっています。満足度が平均よりも低

くなった項目は「５．利用料金」「６．駐車場」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全９項目について、「重要度」「満足度」ともに５段階評価で、各点数にその点数の回答者数を乗じ、点数

ごとに算出した値の合計を総回答者数で割って算出したものを、それぞれの項目の指数とします。（加重

平均） 

 

※回答の対象である「定期的な保育・教育事業を利用している方」は、以下のいずれかの利用を指します。 

・幼稚園または認定こども園幼稚園コース（通常の就園時間の利用） 

・幼稚園または認定こども園幼稚園コースの預かり保育（通常の就園時間を延長して預かる事業のうち、 

定期的な利用のみ） 

・保育園（認可保育所）または認定こども園保育園コース 

・認可外保育施設 

・ファミリー・サポート・センター（子育てを手助けしてほしい人（依頼会員）」と「子育ての協力をして 

いただける人（提供会員）」が会員となって、お互いに助け合う会員組織） 

・児童発達支援事業所（障害のある子どもに対して、個別や集団での療育を行う施設） 
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73.7

18.0

53.2

9.3

23.4

2.4

1.0

29.8

12.2

69.8

23.1

63.7

12.3

19.3

0.9

0.5

24.1

15.1

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、

水泳、空手、学習塾等）

児童センター

放課後児童クラブ

放課後等デイサービス

ファミリー・サポート・センター

その他（公園、外遊び等）

不明・無回答

今回調査（n=205)

前回調査（n=212)

（％）

61.0

20.5

47.8

7.8

47.3

3.4

1.5

28.8

7.3

58.5

22.6

57.1

11.3

39.6

2.4

0.9

23.6

12.7

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、

水泳、空手、学習塾等）

児童センター

放課後児童クラブ

放課後等デイサービス

ファミリー・サポート・センター

その他（公園、外遊び等）

不明・無回答

今回調査（n=205)

前回調査（n=212)

（％）

⑤放課後の過ごし方について 
就学前児童（５歳児の保護者のみ）において、小学校就学後の希望する放課後の過ごし方をたず

ねたところ、「放課後児童クラブ」が低学年時、高学年時ともに利用を希望する割合が前回調査と

比較して増加していることから、今後の児童数の動向も含めて検討していく必要があります。 

 

■小学校就学後・低学年時の希望する放課後の過ごし方【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■小学校就学後・高学年時の希望する放課後の過ごし方【就学前児童】 
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１．施設環境

２．支援員の

指導や人数

３．過ごし方

４．利用料金

５．駐車場

６．預かり時間
７．保護者への

対応・情報提供

８．安全面・健康面

への配慮

3.40

3.60

3.80

4.00

4.20

4.40

4.60

4.80

5.00

5.20

3.00 3.20 3.40 3.60 3.80 4.00 4.20 4.40 4.60 4.80

〔
重

要

度
〕

〔満 足 度〕

満足度：高

重要度：高

満足度：高

重要度：低

満足度：低

重要度：高

満足度：低

重要度：低

■放課後児童クラブの満足度・重要度【小学生児童】 

放課後児童クラブの満足度・重要度をたずねたところ、「８．安全面・健康面への配慮」「７．

保護者への対応・情報提供」「２．支援員の指導や人数」「６．預かり時間」で満足度・重要度と

もに高くなっています。重要度は高いものの満足度が低い項目は「３．過ごし方」となっており、

放課後の居場所という役割以上に、遊びや宿題などの毎日の過ごし方の充実化に対する保護者のニ

ーズが高まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全８項目について、「重要度」「満足度」ともに５段階評価で、各点数にその点数の回答者数を乗じ、点数

ごとに算出した値の合計を総回答者数で割って算出したものを、それぞれの項目の指数とします。（加重

平均） 
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70.1 

66.3 

65.4 

60.5 

44.9 

 0.0  25.0  50.0  75.0  100.0

インターネット・ＳＮＳ・

アプリ（「あんぴよ」等）

隣近所の人・友人・知人

親族（親・兄弟・姉妹等）

保育園・幼稚園・

認定こども園・学校

市の広報やパンフレット

就学前（ｎ＝757）（％）

75.8 

62.4 

60.2 

53.6 

35.5 

 0.0  25.0  50.0  75.0  100.0

隣近所の人・友人・知人

保育園・幼稚園・

認定こども園・学校

インターネット・ＳＮＳ

親族（親・兄弟・姉妹等）

市の広報やパンフレット

小学生（ｎ＝743）（％）

75.2 

73.3 

12.4 

11.5 

10.6 

13.7 

1.8 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前

（ｎ＝757）

小学生

（ｎ＝743）

満足 不満 わからない 不明・無回答

1.7 

1.5 

9.9 

9.2 

29.2 

30.4 

58.3 

57.9 

0.9 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前

（ｎ＝757）

小学生

（ｎ＝743）

内容まで詳しく知っている

内容について少し知っている

内容はわからないが聞いたことがある

聞いたことがない

不明・無回答

⑥子育て全般について 
子育て（教育を含む）に関する情報の入手方法をたずねたところ、就学前では「インターネット・

ＳＮＳ・アプリ」が約７割と最も高く、前回調査よりも１２．１ポイント増加しています。スマー

トフォンやタブレット端末の普及により、情報取得の手段が変化しています。小学生では「隣近所

の人・友人・知人」が最も高く、口コミによる情報の取得が多くなっています。 

安城市の子育て環境の満足度をたずねたところ、就学前児童、小学生ともに「満足」が７割以上

と、高くなっています。令和５年４月に施行されたこども基本法の認知度については、就学前児童、

小学生ともに「聞いたことがない」が約６割となり、今後のさらなる周知が必要です。 

 

■情報の入手方法※上位５位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■安城市の子育て環境の満足度 

 

 

 

 

 

 

※「満足」は「非常に満足」と「満足」と「やや満足」の合算、「不満」は「非常に不満」と「不満」と「やや不満」の合算 

 

■こども基本法の認知度 
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小学校５年生

55.0%

中学校２年生

44.9%

不明・無回答

0.1%小・中学生

（ｎ＝770）

（３）こども・若者アンケート結果 

①回答者の属性 
小・中学生調査における回答者の学年は「小学５年生」が５５．０％、「中学２年生」が      

４４．９％となっています。また、若者（１６歳～３９歳の市民）調査における回答者の年齢はい

ずれの年代も２割前後ずつとなっています。 

 

■回答者の学年【小・中学生】    ■回答者の年齢【若者】 
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23.9 

6.4 

25.8 

11.8 

8.7 

13.2 

9.5

8.7

20.6

2.1

43.3

2.6

29.8 

13.0 

64.7 

24.6 

15.0 

24.3 

23.4

15.3

39.9

4.0

17.9

1.4

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0

友だち関係のこと

家族関係のこと

勉強や進学のこと

学校生活のこと

自分の健康のこと

自分の性格のこと

自分の見た目のこと

恋愛のこと

将来のこと

その他

特に悩みや不安はない

不明・無回答

小学生（ｎ＝423）

中学生（ｎ＝346）

（％）

10.6 

11.7 

15.7 

3.7 

46.0 

50.0 

24.7 

18.1 

19.1 

23.4 

5.1 

19.1 

16.8 

44.4 

1.6 

10.6 

0.8 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0

友人関係のこと

家族関係のこと

勉強や進学のこと

学校生活のこと

仕事や就職のこと

お金のこと

自分の健康のこと

自分の性格のこと

自分の見た目のこと

恋愛や結婚のこと

性のこと

家族の健康や介護のこと

政治や社会のこと

将来のこと

その他

特に悩みや不安はない

不明・無回答

若者（ｎ＝376） （％）

61.3 

16.5 

13.6 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0

親

友だち

だれにも相談したくない

小・中学生（ｎ＝770） （％）
51.9 

51.3 

39.4 

15.4 

13.3 

13.0 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0

友人・知人

親

恋人や配偶者

兄弟姉妹

誰にも相談したくない

職場の同僚や上司

若者（ｎ＝376） （％）

②悩みや不安について 
悩んでいることや不安なことをたずねたところ、小学生では「特に悩みや不安はない」が    

４３．３％と最も高くなっています。中学生になると「勉強や進学のこと」が６４．７％と突出し

て高くなっており、次いで「将来のこと」「友だち関係のこと」が続いています。 

また、若者では「お金のこと」が最も高く、次いで「仕事や就職のこと」「将来のこと」が続い

ています。経済面や就労関係についての悩みや不安を持っている方が多くいることがわかります。

主な相談相手では、小・中学生、若者調査ともに「親」が高い割合を占め、若者では「友人・知人」

や「恋人や配偶者」も高くなっています。なお、「誰にも相談したくない」と回答した割合が小・

中学生、若者調査ともに約１割みられ、相談先の情報提供やプライバシーを確保できる相談窓口の

周知等が求められます。 

■悩んでいることや不安なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■悩みや不安の相談先  ※10.0％以上を抜粋 
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77.3 

56.9 

20.8 

41.6 

1.9 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生

（ｎ＝423）

中学生

（ｎ＝346）

不安や不満は特にない 不安や不満がある 不明・無回答

64.8 

37.5 

29.5 

25.0 

21.6 

15.9 

14.8 

8.0 

6.8 

6.8 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0

友だちのこと

勉強のこと

先生のこと

クラスの雰囲気のこと

宿題のこと

授業のこと

いじめのこと

荷物のこと

校則のこと

その他

小学生（ｎ＝88） （％）

62.5 

47.2 

33.3 

30.6 

29.2 

28.5 

24.3 

23.6 

13.9 

10.4 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0

勉強のこと

友だちのこと

クラスの雰囲気のこと

先生のこと

校則のこと

授業のこと

クラブ・部活のこと

宿題のこと

荷物のこと

いじめのこと

中学生（ｎ＝144） （％）

③学校や家庭について 
小・中学生に学校への不満をたずねたところ、「不安や不満がある」は小学生で２０．８％、中

学生で４１．６％と、特に中学生で割合が高くなっています。その内容をたずねると、小学生、中

学生ともに「友だちのこと」と「勉強のこと」が上位となっています。 

 

■学校への不満【小・中学生】 

 

 

 

 

 

 

 

■（学校への不満がある方）学校への不満内容【小・中学生】※上位 10 位までを抜粋 
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27.0 

12.1 

10.4 

4.8 

6.1 

5.6 

7.3 

3.8 

4.2 

2.6 

2.1 

0.9 

4.4 

0.4 

3.0 

45.6 

4.7 

 0.0  20.0  40.0  60.0

勉強へのプレッシャーが大きい

遊ぶ時間が少ない

進学についてお金の問題や心配がある

しつけがきびしい

家族の仲が悪い

眠る時間や休む時間が少ない

自分が安心していられる場所

（自分の部屋など）がない

親が家にいないことが多い、

親と一緒にいる時間が少ない

親が自分の意見を聞いてくれない、無視される

兄弟姉妹の世話、親の介護、家事

などの手伝いをしなければならない

家にお金がなく、必要なものが買えない

塾や習い事に行かせてくれない

通いたくないのに、塾や習い事に行かされる

宗教に入るように強く勧められる

その他

不安や不満は特にない

不明・無回答

小・中学生（ｎ＝770） （％）

小・中学生に家族への不満をたずねたところ、「不安や不満は特にない」が４５．６％と最も高

くなっていますが、次いで「勉強へのプレッシャーが大きい」が２７．０％、「遊ぶ時間が少ない」

が１２．１％、「進学についてお金の問題や心配がある」が１０．４％となっています。その他の

不満についても５％前後で分散して回答がみられており、多様な悩みを持っていることがわかりま

す。 

 

■家族への不満【小・中学生】 
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35.9 16.8 4.8 7.7 10.6 23.7 0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

若者

（ｎ＝376）

子どもを持ちたい

どちらかといえば子どもを持ちたい

どちらかといえば子どもを持ちたくない

子どもを持ちたくない

わからない

すでに子どもがいる

不明・無回答

68.1 

51.1 

27.9 

24.2 

21.0 

20.7 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0

お金のこと

就職・仕事のこと

自分の健康のこと

親のこと

結婚のこと

世の中のできごとのこと

若者（ｎ＝376）（％）

60.1 

35.4 

30.9 

26.3 

25.8 

24.5 

20.7 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0

子どもがいると生活が

楽しく豊かになる

経済的な負担が増える

子どもを持つことは

自然なことである

自分の自由な時間が制約される

好きな人の子どもを持ちたい

から、子どもを持つ

身体的・精神的な負担が増える

子どもは将来の社会の担い手になる

若者（ｎ＝376）（％）

49.1 

34.5 

22.5 

22.4 

7.5 

10.3 

8.1 

10.3 

12.7 

20.7 

0.0 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20歳代以下

（n=173)

30歳代

（n=58)

結婚したい

どちらかといえば結婚したい

どちらかといえば結婚したくない

結婚したくない

わからない

不明・無回答

④将来について 
若者に将来に対してどのようなことに不安を感じるかたずねたところ、「お金のこと」が    

６８．１％、「就職・仕事のこと」が５１．１％となっています。長引く不況や賃金の低迷などに

より、経済的な不安が大きくなっていることがうかがえます。 

また、将来結婚したいかをたずねたところ、３０歳代では『結婚したくない』（「結婚したくな

い」「どちらかといえば結婚したくない」の合算）が２０．６％、「わからない」が２０．７％と、

約４割が結婚に前向きな意識が薄い状況です。将来子どもを持ちたいかをたずねたところ、    

『子どもを持ちたくない』（「子どもを持ちたくない」「どちらかといえば子どもを持ちたくない」

の合算）が１２．５％、「わからない」が１０．６％と２割以上がこどもを持つことに前向きな意

識が薄い状況です。子どもを持つイメージとしては、「子どもがいると生活が楽しく豊かになる」

が６０．１％と最も高くなっていますが、「経済的な負担が増える」「自分の自由な時間が制限さ

れる」等のマイナスイメージも一定数みられます。様々な観点から子育て世代への支援を充実させ

るなどして、結婚や子育てに対して前向きにとらえられるような気運の醸成が必要です。 

 

■将来への不安【若者】※20.0％以上を抜粋           ■将来結婚したいか【若者・未婚者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■将来子どもを持ちたいか【若者】                ■子どもを持つイメージ【若者】※上位 20.0％ 

 

 

 

 

  

子どもを持ちたくない 

結婚したくない 
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37.0 45.0 17.8 0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

若者

（ｎ＝376）

関心がある 関心がない

わからない 不明・無回答

72.1 

28.7 

25.5 

3.5 

26.3 

7.4 

36.4 

11.4 

4.3 

5.6 

0.5 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

お金の心配をすることなく学べる

（進学・塾に行く）ように支援する

就職に向けた相談や

サポート体制を充実させる

技術や資格取得を支援する

イベントやボランティアなどの

自主的な活動を支援する

自由に過ごせる場を増やす

自分の意見を発表

できる機会を増やす

困難を抱える子ども・若者を

包括的に支援する体制を整備する

参加したり過ごしたりできる場や

イベントなどの情報を提供する

その他

特にない

不明・無回答

若者（ｎ＝376） （％）

⑤こども・若者⽀援全般について 
若者に対し市政への関心度をたずねたところ、「関心がない」が４５．０％、「関心がある」が

３７．０％となっています。こどもの意見が聞いてもらえていると思うかでは、『聞いてもらえて

いると思う』（「聞いてもらえていると思う」「どちらかといえば聞いてもらえていると思う」の

合算）が小中学生で７０．１％、若者で４５．８％となっており、若者でやや低くなっています。

こども・若者が市政に関心を持てるようにするとともに、こども基本法の考え方に則り、こども・

若者の意見の尊重や施策への反映を進めていくことが重要です。 

こども・若者のために市に必要だと思うことをたずねたところ、「お金の心配をすることなく学

べる（進学・塾に行く）ように支援する」が７２．１％と突出して高くなっており、経済面での支

援が求められています。 

 

■市政への関心度【若者】                     ■安城市の取組において、こども・若者の意見を聞いてもらえ

ていると思うか【小・中学生】【若者】 

 

■こども・若者のために市に必要だと思うこと【若者】 

 

 

 

 

  

22.7 

7.2 

47.4 

38.6 

22.5 

46.3 

6.0 

6.4 

1.4 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小・中学生

（ｎ＝770）

若者

（ｎ＝376）

聞いてもらえていると思う

どちらかといえば聞いてもらえていると思う

あまり聞いてもらえていないと思う

まったく聞いてもらえていないと思う

不明・無回答



30 

 
３ 関係機関・団体調査、ワークショップからみるこども・若者の意見 

 

 

 

 

 

  

【各種意見の掲載】 

 

関係機関・団体調査、高校生ワークショップの概要、特

徴的意見を整理し、掲載します。 
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第３章 こども計画の方向性 

 

１ 目指す姿 

本市では、「安城市子ども・子育て支援事業計画」において、第１期計画から継続して「幸

せと未来をつなぐ子育てのまち・安城」を基本理念として掲げ、施策を推進してきました。 

また、令和６年度から開始する新たな総合計画においては、目指す都市像として「ともに育

み、未来をつくる しあわせ共創都市 安城」を掲げています。 

本計画においては、上記のような、本市のこれまでの流れや上位計画の方向性、また国の目

指す「こどもまんなか社会」という考え方を踏まえ、新たな目指す姿を設定します。 

 

これまでの子ども・子育て支援事業計画における基本理念 

幸せと未来をつなぐ子育てのまち・安城 

 

第９次安城市総合計画における目指す都市像 

ともに育み、未来をつくる しあわせ共創都市 安城 

 

 

 

国のこども大綱における目指す社会の姿 

こどもまんなか社会 

～全てのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる社会～ 

 

 

  

基本計画における「子育て」分野の目指すまちの姿 

社会全体で子育てを支え、子どもが誰一人取り残されず健やかに

成長できるまち 

新たな「目指す姿」を検討 
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【目指す姿（案）と考え方】 

 

みんなでこどもたちを育み、応援するまち 

“こどもまんなか・安城” 

 

みんなでこどもたちを育み、 
社会全体でこどもの成長を見守り、ともに育てていく気運

を醸成し 

応援するまち 
「安城こども BOOSTERS」でも掲げている、まち全体でこど

も・若者・子育てする人を応援し、全力で伴走することで 

“こどもまんなか・安城” 

全てのこども・若者が、権利の擁護が図られ、将来にわた

って幸せな状態で生活を送ることができる社会である「こ

どもまんなか」なまちとなることを目指します。 
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２ 計画推進の視点 
 

本市では、令和２年度から令和６年度までを計画期間とする「第２期安城市子ども・子育て支

援事業計画」において「（１）子どもの最善の利益が確保される」「（２）保護者に寄り添い、

保護者も成長する」「（３）子育て家庭を支援する環境を整備する」の３点を計画推進の視点と

して位置付けて各種施策を推進してきました。 

本計画においても、これらの考え方を継承するとともに、「こども基本法」の理念等を踏ま

え、次のような視点に基づき、こども・若者にかかる各種施策に取り組みます。 

 

視点１ こども・若者の個人としての尊重と権利の保障 

「こどもまんなか」の考えの下、すべてのこども・若者が自分らしい幸せを実現できるよ

う、安心できる環境や多様な体験機会等を確保するとともに、希望する将来の選択に向けて

努力し、可能性を広げていけるような支援を進めます。 

また、様々な機会を通じてこども・若者が意見を表明できる環境をつくり、その意見が尊

重されるような取組や支援を進めます。 

 

視点２ 「子育ての喜び」を実感できる子育て支援の整備 

子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげるとともに、こどもを生み、育てることに喜

びを見いだせるような支援体制づくりを進めます。 

また、社会全体でこども・若者を応援する気運を醸成することであらゆる分野でこども・

若者や子育てをする人が安心できるまちを実現します。 

 

視点３ 様々な環境にいるこども・若者を「誰一人取り残さない」ため

の取組 

どのような環境にあっても、安城市に生まれ育つこども・若者が健やかに成長することが

でき、自分の可能性を狭めてしまうことがないよう支援します。 

経済的な困難や障害の有無、いじめやひきこもり、孤独・孤立などの、様々な状況にある

こども・若者とその家族の声を聴き、必要な支援について取組を進めます。 
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２ 基本目標（案） 

本計画において「目指す姿」を実現するため、以下の基本目標を掲げ、施策を推進します。 

基本目標１ こどもまんなか社会に向けた気運醸成 

「こどもまんなか社会」の実現の基盤をつくるため、広くその重要性について啓発や情報発

信を行い、社会全体でこども・若者を応援し、支える気運を高めます。 

基本目標２ こども・若者等の心身の健康づくり 

こども・若者等が生涯を通じて健康を保持できるよう、妊娠、出産から幼児期までの切れ目

のない支援や思春期におけるこころの健康づくりまで、一貫してこども・若者等の心身の健康

づくりに取り組みます。 

基本目標３ こども・若者が安全に暮らせる環境づくり 

いじめや体罰、児童虐待、性暴力など、こども・若者の権利を侵害するあらゆる暴力等を許

さない養育環境をつくります。こども・若者の安全・安心を阻害する様々な事項に対し、予防

対策や支援体制の強化を図ります。 

基本目標４ こども・若者が希望を持てる社会づくり 

こども・若者が、人生を切り拓くための力をつけ、持続可能な社会の創り手となれるよう

様々な教育や体験の機会をつくります。また、若い世代が将来の仕事や家庭を持つことに対し

て明るい希望を持てるような社会づくりを進めます。 

基本目標５ 子育て・教育にかかる支援 

生涯にわたる人格形成の基礎を培う教育・保育サービスの質・量の充実を図るとともに、子

育てをする保護者が安心して利用することができる相談・支援体制を構築します。さらに、

「共働き・共育て」を推進し、家庭と職場の両面で子育て家庭の両立支援を進めます。 

基本目標６ 支援が必要なこども・若者への支援 

虐待や貧困などの困難な状況に置かれたこども・若者やその家庭に対し、個々の現状等に応

じたきめ細やかな支援を行います。また、障害等のあるこども・若者やヤングケアラーを、適

切な支援につなげます。 

  



35 

■施策体系（案） 

基本目標 施策 

１ こどもまんなか社会に向けた気運醸成 

１ 情報提供・啓発活動の推進 

２ こども・若者の意見反映と活躍促進 

３ こども・若者を見守り・支える地域づくり 

２ こども・若者等の心身の健康づくり 

１ 母子に対する健康支援 

２ こども・若者の体力、健康づくり 

３ こども・若者のこころの健康づくり 

３ こども・若者が安全に暮らせる環境づくり 

１ 安心できる学校環境づくり 

２ いじめや不登校に対する取組の推進 

３ こども・若者の安全確保のための取組の推進 

４ こども・若者が希望を持てる社会づくり 

１ 豊かな学びを支える教育の充実 

２ 未来を担うこども・若者への支援 

３ 若者の就労に向けた支援 

４ 結婚やこどもを持つことへの支援 

５ 子育て・教育にかかる支援 

１ 教育・保育サービスの充実 

２ 子育て相談や支援の充実 

３ 仕事等と子育てとの両立支援 

４ ひとり親家庭への支援 

６ 支援が必要なこども・若者への支援 

１ 虐待の防止、早期対応 

２ ヤングケアラー支援 

３ 障害等のあるこども・若者への支援 

４ こどもの貧困対策 
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３ 数値目標（案） 

国の「こども大綱」において位置付けられている数値目標を踏まえ、本計画において次の数

値目標を掲げます。 

 

■数値目標一覧 

№ 項目 
国こども大綱 安城市 

現状（％） 目標（％） 現状（％） 目標（％） 

１ 

こどもまんなか社会の実現に

向かっていると考える人の割

合（＊１） 

15.7 

(2023) 
70 

就学前保：63.7％ 

小学生保：62.8％ 

若  者：50.0％ 

 

２ 
生活に満足しているこどもの

割合（＊２） 

60.8 

(2022) 
70 小中学生：63.4％ 

 

３ 

今の自分が好きだと答えるこ

ども・若者の割合（自己肯定

感の高さ）（＊３） 

60.0 

(2022) 
70 

小中学生：73.4％ 

若  者：69.7％ 

 

４ 
社会的スキルを身につけてい

るこどもの割合（＊４） 

74.2 

(2022) 
80 小中学生：69.5％ 

 

５ 

自分には自分らしさというも

のがあると考えるこども・若

者の割合（＊５） 

84.1 

(2022) 
90 

小中学生：86.0％ 

若  者：79.8％ 

 

６ 
どこかに助けてくれる人がい

るとするこども・若者の割合
（＊６） 

97.1 

(2022) 
現状維持 

小中学生：95.3％ 

若  者：94.6％ 

 

７ 

今までに社会生活や日常生活

を円滑に送れたとするこど

も・若者の割合（＊７） 

51.5 

(2022) 
70 若  者：50.6％ 

 

８ 

こども政策に関して意見を聞

いてもらえていると考えるこ

ども・若者の割合（＊８） 

20.3 

(2023) 
70 

小中学生：70.1％ 

若  者：45.8％ 

 

９ 

自分の将来について明るい希

望を持っているこども・若者

の割合（＊９） 

66.4 

（2022） 
80 

小中学生：75.9％ 

若  者：64.1％ 

 

10 
日本の将来は明るいと考える

こども・若者の割合（＊10） 

31.0 

（2018） 
55 

小中学生：47.6％ 

若  者：19.9％ 

 

11 

結婚、妊娠、こども・子育て

に温かい社会の実現に向かっ

ていると考える人の割合（＊

11） 

27.8 

（2023） 
70 

就学前保：67.5％ 

小学生保：69.7％ 

 

12 

こどもの世話や看病について

頼れる人がいると答えた人の

割合（＊12） 

83.1 

（2022） 
90 

就学前保：85.6％ 

小学生保：78.7％ 

 

 

  



37 

【こども大綱における「こどもまんなか社会」 の実現に向けた数値目標の出典】 

＊１…１６～４９歳の回答結果。（こども家庭庁「こども政策の推進に関する意識調査」） 

＊２…０～１０の選択肢で７以上と答えた１５歳の割合。ＯＥＣＤ平均は６１．４％〔２０２２年〕。    
（ＯＥＣＤ「生徒の学習到達度調査（ＰＩＳＡ）」） 

＊３…１５～３９歳の回答結果。（こども家庭庁「こども・若者の意識と生活に関する調査」） 

＊４…「学校ではすぐに友達ができる」という設問に「まったくその通りだ」又は「その通りだ」を選んだ
１５歳の割合。ＯＥＣＤ平均は７４．６％〔２０２２年〕。（ＯＥＣＤ「生徒の学習到達度調査     
（ＰＩＳＡ）」） 

＊５…１５～３９歳の回答結果。（こども家庭庁「こども・若者の意識と生活に関する調査」） 

＊６…１５～３９歳の回答結果。「家族・親族」、「学校で出会った友人」、「職場・アルバイト関係の人」、
「地域の人」及び「インターネット上における人やグループ」の全てについて、「困ったときは助け
てくれる」に対して「そう思わない」又は「どちらかといえば、そう思わない」と回答した者（無回答
者を含む。）の割合を全体から減じた割合。（こども家庭庁「こども・若者の意識と生活に関する調
査」） 

＊７…１５～３９歳の回答結果。「あなたは今までに、社会生活や日常生活を円滑に送ることができなかっ
た経験がありましたか。または、現在、社会生活や日常生活を円滑に送れていない状況がありますか。」
に対して「なかった（ない）」又は「どちらかといえば、なかった（ない）」と回答した者の割合。
（こども家庭庁「こども・若者の意識と生活に関する調査」） 

＊８…１６～２９歳の回答結果。（こども家庭庁「こども政策の推進に関する意識調査」） 

＊９…１５～３９歳の回答結果。（こども家庭庁「こども・若者の意識と生活に関する調査」） 

＊１０…１３～２９歳の回答結果。調査対象国全体での平均は５２．８％。（こども家庭庁「我が国と諸外
国の若者の意識に関する調査」） 

＊１１…１６～４９歳の回答結果。（こども家庭庁「こども政策の推進に関する意識調査」） 

＊１２…１８歳未満のこどもがある世帯の者のうち「頼れる人（子どもの世話や看病）の有無」について「い
る」と回答した割合。（国立社会保障・人口問題研究所「生活と支え合いに関する調査」よりこども
家庭庁作成） 
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第４章 こども計画の具体的な施策 

 

基本目標１ こどもまんなか社会に向けた気運醸成 
 

基本目標２ こども・若者等の心身の健康づくり 
 

基本目標３ こども・若者が安全に暮らせる環境づくり 
 

基本目標４ こども・若者が希望を持てる社会づくり 
 

基本目標５ 子育て・教育にかかる支援 
 

基本目標６ 支援が必要なこども・若者への支援 

 

 

 

 

  【基本目標ごとの施策掲載】 

 

基本目標ごとに、施策を掲載していきます。 

（現状・課題、施策の方向性、主要な事業、担当課など） 
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第５章 子ども・子育て支援事業計画 

 

１ 教育・保育事業の提供区域 
 

２ 児童人口の推計 
  

３ 事業量の設定 

本計画は子ども・子育て支援事業計画としても位置付けており、「子ども・子育て支援法」

においては、市町村子ども・子育て支援事業計画は国が定める基本指針に即して５年を一期と

する計画を定めるものとされており、令和６年２月に公表されています。この基本指針に即し

て下記の事業についての教育・保育の量の見込みや提供体制の確保の内容等について方向性を

定めます。 

 

■子どものための教育・保育給付 

１  １号認定 

２  ２号認定 

３  ３号認定 

 

■地域子ども子育て支援事業 

１  利用者支援事業 

２  延長保育事業 

３  実費徴収に係る補足給付を行う事業 

４  多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

５  放課後児童健全育成事業 

６  子育て短期支援事業 

７  乳幼児家庭全戸訪問事業 

８－１ 養育支援訪問事業 

８－２ 要保護児童対策地域協議会・要保護児童等に対する支援に資する事業 

９  地域子育て支援拠点事業 

１０ 一時預かり事業 

１１ 病児保育事業 

１２ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

１３ 妊婦健康診査 

１４ 産後ケア事業 

１５ 子育て世帯訪問支援事業 

１６ 児童育成支援拠点事業 

１７ 親子関係形成支援事業  
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第６章 計画の推進体制 

 

１ 国、愛知県や近隣市町等との連携強化 

 

 

２ 計画の進捗管理 
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資料編 

 

１ 策定の経過 

 

 

２ こども・子育て会議 

条例 

委員名簿 

 

 

 


